
◯ CASBEE×不動産価値、周辺緑地×不動産価値については既往研究が見られるが、不動産敷地内での緑地と不動産価値の関係を分析したもの
は見られなかった。

◯ 今般の分析では、東京23区を対象として、物件における敷地内緑化と、取引価格・賃料・還元利回り等で表される不動産価値との関係を明らかにす
ることを目的とする。

最終目的

敷地内緑化開発の促進

敷地内緑化物件への投資促進

直接的なターゲットとし
て以下を想定

不動産開発会社
（デベロッパー）
不動産投資家

経済効果分析の考え方経済効果分析の目的
インプット

アウトプット

因果関係

因果関係

不動産価値の向上

敷地内のグリーンインフラの整備

仮説
「敷地内にグリーンインフラを備えた場合、

不動産価値は高くなる」

［不動産価値の定義］
大西氏による話題提供：
「グリーンプレミアムの構造」
に則り、「純収益（賃料
等）」と「利回り」に分解

［敷地内グリーンインフラの定義］
建物区域・建蔽率・地積のデータをもとに仮定した敷地区
域とみどりシェープファイル（東京都）上の緑化データと重複
する箇所を、各不動産におけるグリーンインフラとして設定

敷地区域（仮定）

イメージ図
物件A 建物区
域

緑

分析手法
ヘドニックアプローチを用い、不動産価値とグリーンインフラの

相関について分析

敷地内緑化と不動産
価値の関係への着眼は
少なく、既存研究はな
い

経済分析の目的と考え方
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ヘドニックアプローチの紹介
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◯ ヘドニックアプローチを利用することによって、グリーンインフラが不動産価値に与える影響（相関関係）を明らかにする

• 適切な説明変数の投入：目的変数を説明する説明変数を適切な数、投入する
• 多重共線性の発生：投入した説明変数同士が強い相関がある場合、正しい結果がでない可能性がある

（例）「1か月の降水量」と「降水があった日数」の間には強い相関がある
• 見せかけの相関の発生：相関関係がないのにも関わらずあるように見えてしまう事象が発生する

（例）「ビールの売上」と「エアコンの売上」は外気温に相関するが、双方には相関関係はない
• サンプル数：一般的に説明変数×10~20のサンプル数が必要と言われている

分析時の
注意点

出所：mlit.go.jp/common/001206931.pdf

経済価値分析



本経済分析の流れ

72

本分析のステップ

◯ 本分析では、以下のステップで実施した

不動産データ収集・
敷地内緑化データ収集

STEP
1

不動産価値、一般的な変数については主にREIT DBから収集
敷地内緑化は東京都 みどりシェープファイル（H30）より算出（詳細は次ページ）

分析用変数の設定
（ダミー変数、数値の対数化）

STEP
2

目的変数（月額賃貸価格（坪あたり）、NOI、TCR）
作成ダミー：都心5区ダミー、CASBEE取得ダミー、敷地内緑化有ダミー、敷地内緑化率ダミー
（5/7/10%の各閾値）、敷地内緑化面積ダミー（15m2/100m2の各閾値）

データのクリーニング、
フィルタリング、
外れ値の処理

STEP
3

本分析ではインフレ率等の影響を除外するため、期末データが2023年1月1日以降のもの、且
つ用途が“事務所”の不動産データのみを使用した
建蔽率が0％の物件は100%と仮定し複数数値があったものは平均値を使用した
容積率が一物件につき複数％があったものは最大値を使用し、0%の物件は100%と仮定した
各変数について、±標準偏差*3以上の数値について、外れ値として処理した

各変数を組み合わせ、
重回帰を実施

STEP
4 各組合せで重回帰を実施し、有意な組み合わせ結果を抽出

分析結果の考察
STEP

5 STEP4で得られた分析結果について、相関関係の考察をまとめる



STEP1：敷地内緑化データの収集
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本分析における緑化面積の考え方

①CASBEE物件位置のポイントと建物ポリゴンを
組み合わせ特定

②東京都 みどりシェープファイル（H30）を重ね合わせ
仮定する敷地面積のエリアと重なる緑地面積を算出

特定した物件（ピンク）

敷地内緑化面積
（敷地面積(P)と重
なる緑地ポリゴン）

イメージ図

敷地面積（仮定）

物件A 建物面積

緑

凡例
物件Aにバッファを持たせ、
仮定の敷地ポリゴンを作
成（物件Aの実際の建
蔽率割り戻し）

実際の
敷地面積*

*実際の敷地エリアを特定する方法がなく、敷地内の緑化面積を算
出する方法がないため、建物の形を建蔽率で広げたエリアを敷地と
仮定する

◯ グリーンインフラに関する変数として、本分析では敷地内緑化のデータを使用した
◯ データは東京都「みどりシェープファイル」および国交省PLATEAUの属性データを組み合わせ、建物エリアから仮定する敷地エリア*と重なる緑地か

ら、緑化面積（m2)および緑化割合(%：緑化面積/敷地面積）を算出した



STEP2:分析用変数設定‐全体

単位説明変数

m21. 建物面積（延床）*

%2. 容積率*

年3. 築年数*

分4. 最寄り駅までの距離*

ダミー5. CASBEE認証取得**

単位目的変数

％1. Log期末月額賃貸
収入（坪あたり）

・23区
・都心5区/都心5区以外
（都心５区：中央区、
千代田区、港区、新宿
区、渋谷区）

％2. Log直近期年換算
NOI（坪あたり）
・23区
・都心5区/都心5区以外

%3. Log利回り（TCR）
・23区
・都心5区/都心5区以外

（備考）
• *項目は既存論文から引用した項目（渡部他、「線形緑地の存在が住宅地の地価に与える影響」、2012）他
• CASBEE認証は建築や不動産等種類は問わず認証を取得していれば1とした
• 敷地内緑化については、東京都 みどりシェープファイル（H30）に基づき算出し、その他のデータはREIT DBから収集した

目的変数
＝不動産価値

説明変数＝不動産価値に影響を与える要素

備考単位説明変数
パターンA（平均値）
1: 100m2 以上
0: 100 m2 未満

ダミー①
建物敷地エリアの
緑化面積

パターンB（中央値）
1: 15m2 以上 100m2未満
0: 15m2 未満
パターンA
1: 5% 以上 7%未満
0: 5％未満

ダミー②
建物敷地エリアの
緑化率
（緑化面積/敷
地面積にて算
出）

パターンB
1: 7% 以上 10％未満
0: 7%未満
パターンC
1: 10% 以上
0: 10%未満
パターンA
1: 緑化あり
0: 緑化なし

ダミー③
建物敷地エリアの
緑化有無
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一般的な変数
1～6をすべて使用

グリーンインフラに関わる変数
①～③のいずれかを使用

1.~7.のいずれかを使用し、23区全体
もしくは都心5区で分けて分析

＝ ＋

◯ 本分析では不動産価値を、月額賃貸収入、NOI、利回りと設定し、以下不動産価値を左右する一般的な変数とグリーンインフラに関わる変数とを組
み合わせて分析を実施した



STEP3:外れ値の処理
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◯ 各変数について、±標準偏差*3以上の数値について、外れ値として処理した

使用データの分布（外れ値処理前・後）
月額賃貸収入 年換算NOI 期末TCR
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経済価値分析の結果（賃貸収入-23区）

◯ 23区全体/Log月額賃貸収入（あたり）を目的変数とした重回帰の結果、敷地内緑化については相関がみられなかった

ダミー設定内容（単位）変数名

1: 都心5区 0:都心5区以外都心5区か否か（ダミー）都心5区

最寄り駅までの徒歩分数（分）徒歩

建物の築年数（年数）現時点築年数

容積率（%)容積率

建物の延べ床面積（%)Log建物面積延床

1: CASBEE認証あり/0：なしCASBEE認証有無（ダミー）CASBEE

1: あり / 2: なし敷地内緑化has_green_areaH3
0

1: 10%以上 /2: 10%未満敷地内緑化割合
（％：緑化面積/敷地面積）

greenratio_p10

1: 7％以上 /2: 7％未満greenratio_p7 

1: 5%以上 /2: 5%未満greenratio_p5

1: 100m2以上 /2: 100m2未満敷地内緑化面積（m2）greenarea_100

1: 15m2以上 /2: 15m2未満greenarea_15
サンプル数

有意なし
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経済価値分析の結果（賃貸収入-5区）

◯ 都心5区にデータを絞り、Log月額賃貸収入（あたり）を目的変数とした重回帰の結果、敷地緑化割合10%以上の際に、10%
未満の物件と比較して、「12.4% 程度月額賃貸収入（坪あたり）が上がる」という結果が得られた

ダミー設定内容（単位）変数名

最寄り駅までの徒歩分数（分）徒歩

建物の築年数（年数）現時点築年数

容積率（%)容積率

建物の延べ床面積（%)Log建物面積延床

1: CASBEE認証あり
/0：なし

CASBEE認証有無（ダミー）CASBEE

1: あり / 2: なし敷地内緑化has_green_area
H30

1: 10%以上 /2: 10%未
満

敷地内緑化割合
（％：緑化面積/敷地面積）

greenratio_p10

1: 7％以上 /2: 7％未
満

greenratio_p7 

1: 5%以上 /2: 5%未満greenratio_p5

1: 100m2以上 /2:
100m2未満

敷地内緑化面積（m2）greenarea_100

1: 15m2以上 /2: 15m2
未満

greenarea_15
サンプル数

10%水準で有意
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◯ 23区全体、都心5区以外(18区)については敷地内緑化の変数に対し有意な結果が見られなかった一方、都心5区のみの物件で分析した結果、敷地
内緑化割合が10%以上の物件について、10%未満の物件と比較して、７％程度月額賃貸収入（坪あたり）が上昇する結果が得られた

◯ この結果は海外の既存研究ともおおよそ同じ水準であることから、都心では意図的に・目的性をもってグリーンインフラを整備する行為が、不動産
の価値の向上につながっている可能性があることが示唆された

サンプル数

【参考】経済価値分析の結果（賃貸収入-5区） ※用途選定なし
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経済価値分析の結果（賃貸収入-18区）

◯ 都心18区にデータを絞り、Log月額賃貸収入（あたり）を目的変数とした結果、敷地内緑化について相関がみられなかった

ダミー設定内容（単位）変数名

最寄り駅までの徒歩分数（分）徒歩

建物の築年数（年数）現時点築年数

容積率（%)容積率

建物の延べ床面積（%)Log建物面積延床

1: CASBEE認証あり/0：なしCASBEE認証有無（ダミー）CASBEE

1: あり / 2: なし敷地内緑化has_green_areaH3
0

1: 10%以上 /2: 10%未満敷地内緑化割合
（％：緑化面積/敷地面積）

greenratio_p10

1: 7％以上 /2: 7％未満greenratio_p7 

1: 5%以上 /2: 5%未満greenratio_p5

1: 100m2以上 /2: 100m2未満敷地内緑化面積（m2）greenarea_100

1: 15m2以上 /2: 15m2未満greenarea_15
サンプル数

有意なし
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経済価値分析の結果（NOI-23区）

◯ 23区全体/Log直近期年換算NOI（坪あたり）を目的変数とした重回帰の結果、敷地内緑化については相関がみられなかっ
た

ダミー設定内容（単位）変数名

1: 都心5区 0:都心5区以外都心5区か否か（ダミー）都心5区

最寄り駅までの徒歩分数（分）徒歩

建物の築年数（年数）現時点築年数

容積率（%)容積率

建物の延べ床面積（%)Log建物面積延床

1: CASBEE認証あり/0：なしCASBEE認証有無（ダミー）CASBEE

1: あり / 2: なし敷地内緑化has_green_areaH3
0

1: 10%以上 /2: 10%未満敷地内緑化割合
（％：緑化面積/敷地面積）

greenratio_p10

1: 7％以上 /2: 7％未満greenratio_p7 

1: 5%以上 /2: 5%未満greenratio_p5

1: 100m2以上 /2: 100m2未満敷地内緑化面積（m2）greenarea_100

1: 15m2以上 /2: 15m2未満greenarea_15サンプル数

有意なし
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経済価値分析の結果（NOI-5区）

◯ 都心5区にデータを絞り、 Log直近期年換算NOI（坪あたり）を目的変数とした重回帰の結果、敷地内緑化について相関が
みられなかった

サンプル数

5%水準で有意

10%水準で有意

①

②

ダミー設定内容（単位）変数名

最寄り駅までの徒歩分数
（分）

徒歩

建物の築年数（年数）現時点築年数

容積率（%)容積率

建物の延べ床面積（%)Log建物面積延床

1: CASBEE認証あり/0：なしCASBEE認証有無（ダミー）CASBEE

1: あり / 2: なし敷地内緑化has_green_areaH
30

1: 10%以上 /2: 10%未満敷地内緑化割合
（％：緑化面積/敷地面積）

greenratio_p10

1: 7％以上 /2: 7％未満greenratio_p7 

1: 5%以上 /2: 5%未満greenratio_p5

1: 100m2以上 /2: 100m2未
満

敷地内緑化面積（m2）greenarea_100

1: 15m2以上 /2: 15m2未満greenarea_15

有意なし
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経済価値分析の結果（NOI-18区）

◯ 都心18区にデータを絞り、 Log直近期年換算NOI（坪あたり）を目的変数とした重回帰の結果、①敷地内緑化割合が10%以
上の際、②敷地緑化面積100m2以上の際に、10％未満/100m2未満の物件と比較してそれぞれ、「29%/28%程度年換算NOI
（坪あたり）が下がる」という結果が得られた

ダミー設定内容（単位）変数名

最寄り駅までの徒歩分数（分）徒歩

建物の築年数（年数）現時点築年数

容積率（%)容積率

建物の延べ床面積（%)Log建物面積延床

1: CASBEE認証あり/0：なしCASBEE認証有無（ダミー）CASBEE

1: あり / 2: なし敷地内緑化has_green_areaH3
0

1: 10%以上 /2: 10%未満敷地内緑化割合
（％：緑化面積/敷地面積）

greenratio_p10

1: 7％以上 /2: 7％未満greenratio_p7 

1: 5%以上 /2: 5%未満greenratio_p5

1: 100m2以上 /2: 100m2未満敷地内緑化面積（m2）greenarea_100

1: 15m2以上 /2: 15m2未満greenarea_15

サンプル数

1%水準で有意

10%水準で有意

①

②
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経済価値分析の結果（TCR-23区）

◯ 23区全体/Log期末TCRを目的変数とした重回帰の結果、敷地内緑化については相関がみられなかった

サンプル数

有意なし

ダミー設定内容（単位）変数名

最寄り駅までの徒歩分数（分）徒歩

建物の築年数（年数）現時点築年数

容積率（%)容積率

建物の延べ床面積（%)Log建物面積延床

1: CASBEE認証あり/0：なしCASBEE認証有無（ダミー）CASBEE

1: あり / 2: なし敷地内緑化has_green_areaH3
0

1: 10%以上 /2: 10%未満敷地内緑化割合
（％：緑化面積/敷地面積）

greenratio_p10

1: 7％以上 /2: 7％未満greenratio_p7 

1: 5%以上 /2: 5%未満greenratio_p5

1: 100m2以上 /2: 100m2未満敷地内緑化面積（m2）greenarea_100

1: 15m2以上 /2: 15m2未満greenarea_15
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経済価値分析の結果（期末TCR-5区）

◯ 都心5区に絞り、Log期末TCRを目的変数とした重回帰の結果、敷地内緑化については相関がみられなかった

ダミー設定内容（単位）変数名

最寄り駅までの徒歩分数（分）徒歩

建物の築年数（年数）現時点築年数

容積率（%)容積率

建物の延べ床面積（%)Log建物面積延床

1: CASBEE認証あり/0：なしCASBEE認証有無（ダミー）CASBEE

1: あり / 2: なし敷地内緑化has_green_areaH3
0

1: 10%以上 /2: 10%未満敷地内緑化割合
（％：緑化面積/敷地面積）

greenratio_p10

1: 7％以上 /2: 7％未満greenratio_p7 

1: 5%以上 /2: 5%未満greenratio_p5

1: 100m2以上 /2: 100m2未満敷地内緑化面積（m2）greenarea_100

1: 15m2以上 /2: 15m2未満greenarea_15

サンプル数

有意なし
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経済価値分析の結果（期末TCR-18区）

◯ 都心18区に絞り、Log期末TCRを目的変数とした重回帰の結果、敷地内緑化については相関がみられなかった

サンプル数

ダミー設定内容（単位）変数名

最寄り駅までの徒歩分数（分）徒歩

建物の築年数（年数）現時点築年数

容積率（%)容積率

建物の延べ床面積（%)Log建物面積延床

1: CASBEE認証あり/0：なしCASBEE認証有無（ダミー）CASBEE

1: あり / 2: なし敷地内緑化has_green_areaH3
0

1: 10%以上 /2: 10%未満敷地内緑化割合
（％：緑化面積/敷地面積）

greenratio_p10

1: 7％以上 /2: 7％未満greenratio_p7 

1: 5%以上 /2: 5%未満greenratio_p5

1: 100m2以上 /2: 100m2未満敷地内緑化面積（m2）greenarea_100

1: 15m2以上 /2: 15m2未満greenarea_15

有意なし



経済価値分析ーまとめ
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◯ 都心5区の不動産について、月額収入と敷地内緑化の正の相関がみられたものの、分析内容に課題が残るため、より精密
な分析を目指す

考察

23区全体については敷地内緑化の変数に対し有意な結果が見られなかった一方、都心5区のみの物件で分析した結果、敷地内緑化割合が10%以上
の物件について、10%未満の物件と比較して、12％程度月額賃貸収入（坪あたり）が上昇する結果が得られた

この結果は海外の既存研究と比較し若干高い数値であり、且つ、既存研究では不動産価値との相関が確認されているCASBEE認証について、相関関
係を示す結果が得られなかった

以上のことから、都心では意図的なグリーンインフラの開発・整備により、不動産価値が向上している可能性があることがわかったものの、分析について以下
課題があるため、引き続き対応を行う

［今後の課題］
① REITDBデータの不動産情報の偏り ：価格帯・グレードが偏っている可能性があり、より精査が必要である
② 分析時のデータの閾値の設定方法 ：敷地内緑化面積の設定を現在100m2（平均値）,15m2（中央値）で行っているが、既存の公開空

地等の制度の条件を確認し、より制度設計者・事業者にとって意味のある数字に設定する必要性がある
③ フィルタリングを実施際のサンプル数 ：データを限定した場合、サンプル数が少ないため、変数の設定方法の工夫を行う必要がある


